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研究要旨 

 喫煙にともなう超過医療費および超過生産性損失に関して、医療経済研究機構の2010

年度の推計手法を踏襲しつつ、医療費および超過リスクの双方について可能な限り最新

のデータを用いた上での再推計を行った。これまで行った喫煙との因果関係が十分 (レ

ベル1)と評価された疾患のみを組み込んだ分析に加えて、能動喫煙に関して因果関係が

「示唆されているが十分でない（レベル2）」と評価された疾患、具体的には大腸がん・

喘息・認知症も加えた分析を行った。 

 因果関係レベル 1 のみを組み込んだ場合、2015 年度の超過医療費は能動喫煙由来が

医科医療費 1 兆 1,078 億円・歯科医療費 1,016 億円 (能動合計 1 兆 2,094 億円)、受動喫

煙由来が 3,295 億円、合計 1 兆 5,388 億円となった。超過介護費用・火災関連費用・清

掃関連費用は、それぞれ 1,714 億円・975 億円・16 億円となった。すべての費用を合計

すると、2015 年の喫煙に伴う超過コストは 1 兆 8,093 億円と推計された。 

 因果関係レベル 2 まで組み込んだ場合、2015 年度の超過医療費は能動喫煙由来が医

科医療費 1 兆 2,578 億円 (1,499 億円増加)・歯科医療費 1,016 億円 (能動合計 1 兆 3,594

億円)となった。受動喫煙分の 3,295 億円 (受動喫煙はレベル 2 組み込みなし)を加える

と、合計 1 兆 6,888 億円となった。超過介護費用・火災関連費用・清掃関連費用は、そ

れぞれ 2,617 億円 (903 億円増加)・975 億円・16 億円となった。すべての費用を合計す

ると、2015 年の喫煙に伴う超過コストは 2 兆 500 億円と推計された。 

 

Ａ．研究目的 
本年度は、昨年度までに引き続き、たばこ

の超過医療費について、2010年の医療経済

研究機構の「喫煙のコスト推計」1）の手法

を踏襲しつつ、可能な限り最新のデータを

活用した推計を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

＜超過医療費の推計＞ 

超過医療費の推計方法の原則は、昨年度
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と同様である。喫煙から喫煙関連疾患を罹

患するまでのタイムラグを25年と設定し、

25年前に15歳以上のコホート（喫煙者の4

5.5%が15〜19歳の時に喫煙を開始2）して

いるため)・即ち2014年度において40歳以

上のコホートを推計対象とした。算出対象

の疾患は、2016年度「喫煙の健康影響に

関する検討会」報告書（以下、2016年度

たばこ白書）3)において、たばこと疾患等

との因果関係がレベル1（十分）およびレ

ベル2とされた疾患と設定した。 

2016 年度の推計と手法を変更した点に

ついて述べる。 

 

1) 2016 年度の推計では、悪性新生物全

体への喫煙への影響を考慮していた

が、今年度は部位別のがんごとに、

因果関係がレベル 1 のみ・レベル 2

までの双方の 

2) 2016 年度たばこ白書においてリスク

比の数値が統合されていなかった一

部疾患について、昨年度の推計では

IHEP2010 報告書で使用していた 3 府

県コホートの統合データを用いてい

たが、今年度の推計ではたばこ白書

に数値が記載されている（システマ

ティック・レビューに含まれている）

文献に限定して推計を行った。 

3) 超過医療費の推計の際に用いる疾患

別の医療費および寄与危険度につい

て、2016 年度の推計（ならびに

IHEP2010 の推計）では男性・女性の

統合した喫煙率の数値を用いていた

が、年齢階級別の超過医療費を算出

するため、個別に喫煙率と寄与危険

度を求めた。具体的には、男女ごと

に 5歳刻みで超過医療費を算出した。 

 

 能動喫煙・受動喫煙ともに、超過医療

費の算出式は、昨年度と同様に 

超過医療費＝「40 歳以上の国民医療費」

×喫煙の寄与危険度とした。 

  

 能動喫煙および受動喫煙の相対リスク

は表1および表2に示した。 

 国民医療費に寄与危険度を乗じて超過

医療費を算出するのと同様に、40歳以上

の推計患者数に寄与危険度を乗じて、超過

罹患者数を算出した。 

 

＜その他の超過費用の推計＞ 

 IHEP2010報告書の手法に従って、喫煙

に伴う超過介護費用・火災関連費用・清

掃関連費用の三項目を算出した。 

 ＜超過介護費用＞ 

 介護サービス施設・事業所調査から、

居宅サービス・施設サービスそれぞれに

ついて喫煙関連疾患に罹患している利用

者数を得た。その上で寄与危険度と、1人

あたりの費用を乗じて、超過介護費を算

出した。 

＜火災関連費用＞ 

 消防白書のデータから、火災のうちた

ばこが原因のものの割合を算出した上で、

総消防費用に按分して算出した。 

＜清掃関連費用＞ 

 環境省のデータから年間の廃棄物処理

総量に占めるたばこの重量の比を求め、

それに廃棄物処理の総費用 (財務省理財

局)を乗じて、たばこ関連の清掃費用を求

めた。 
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＜都道府県別推計＞ 

 年齢階級別の喫煙率と人口について、そ

れぞれ国民生活基礎調査および人口動態

統計から都道府県別のデータを抽出し、都

道府県別の超過費用を計算した。なお国民

医療費は、傷病別のデータに都道府県別の

ものが存在しないため、全国値を人口で按

分して用いている。 

 

（倫理面への配慮） 

文献レビューによって得られたデータの

みを用いるため、倫理面の問題は発生し

ない。 

 

Ｃ．研究結果 

<超過医療費の推計＞ 

表 3 と表 4-1,4-2 に、超過医療費の推計結

果を示す。因果関係レベル 1のみを組み

込んだ場合、2015 年度の超過医療費は能

動喫煙由来が医科医療費 1 兆 1,078 億円・

歯科医療費 1,016 億円 (能動合計 1 兆

2,094 億円)、受動喫煙由来が 3,295 億円、

合計 1 兆 5,388 億円となった。超過介護費

用・火災関連費用・清掃関連費用は、そ

れぞれ 1,714 億円・975 億円・16 億円とな

った。すべての費用を合計すると、2015

年の喫煙に伴う超過コストは 1 兆 8,093

億円と推計された。 

 因果関係レベル2まで組み込んだ場合、

2015 年度の超過医療費は能動喫煙由来が

医科医療費 1 兆 2,578 億円 (1,499 億円増

加)・歯科医療費 1,016 億円 (能動合計 1

兆 3,594 億円)となった。受動喫煙分の

3,295 億円 (受動喫煙はレベル 2 組み込み

なし)を加えると、合計 1 兆 6,888 億円と

なった。超過介護費用・火災関連費用・

清掃関連費用は、それぞれ2,617億円 (903

億円増加)・975 億円・16 億円となった。

すべての費用を合計すると、2015 年の喫

煙に伴う超過コストは 2 兆 500 億円と推

計された。 

同年度の国民医療費は 42 兆 3644 億円で、

喫煙による超過医療費が国民医療費に占

める割合は、レベル 1 のみの場合で 3.6%, 

レベル 2 まで含めた場合で 4.0%となる。 

 IHEP2010 の超過費用は 2 兆 4360 億円

で、全体の金額としてはレベル 1 のみの

場合で 6,267 億円 (25.7%), レベル 2 まで

入れた場合では 3,864億円 (15.9%)減少し

ている。 

表 5 に、都道府県別の超過費用推計結

果を示した。結果は、総額及び人口 1 万

人あたりの超過費用を提示している。 

 

Ｄ．考察 

喫煙にともなう超過医療費および超過

生産性損失に関して、医療費および超過リ

スクの双方について可能な限り最新のデ

ータを用いた上での再推計を行った。直近

の分析が実施されてから10年弱経過して

おり、その間に喫煙率や医療費など、代表

的なパラメータにも大きな変動が見られ

る。超過医療費のデータは喫煙対策の根幹

をなすデータの一つであり、新規のデータ

が得られたことの意義は大きい。 

 喫煙率の低下は、喫煙人口の低下を通し

て、寄与危険度の減少・超過医療費の減少

につながる。その一方で、国民医療費が増

大することは、罹患者1人あたりの医療費

増大を通して、超過医療費の増大を招く。

今回の推計では、レベル1のみを組み込ん
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だ場合・レベル2まで組み込んだ場合の双

方で、前者の減少効果が後者の増加効果を

上回り、トータルでは減少となった（レベ

ル1のみで25.7%減少・レベル2まで含める

と15.9%減少）。 

喫煙率およびたばこ販売本数で2005年

と2015年とを比較すると、男性喫煙率は3

9.3%から30.1%に減少し(減少率23.5%)、、

たばこ販売本数は2,852億本から1,833億

本に減少している(減少率35.8%)。なお加

熱式タバコが本格的に上市されたのは20

16年で、2015年における販売本数の減少

はそのままたばこ需要の減退と見なすこ

とができる。 

 受動喫煙・能動喫煙を問わず、たばこ政

策を議論する際に最優先されるべきなの

は公衆衛生上の課題である。それゆえ、超

過損失が減少をみたことと、禁煙政策その

ものの優先順位付けは別問題である。すな

わち、「たばこの損失（超過医療費や超過

生産性損失）」と「たばこの『利得』（た

ばこ税収など）」とを比較して、「前者が

後者を上回らなければ政策を導入すべき

でない」と評価するような手法は明らかに

誤りで、「禁煙政策によって得られる関連

疾患の罹患減少・死亡減少」という公衆衛

生上のメリットを考慮して初めて医療経

済的にも正しい議論が可能になる。 

 長期的に喫煙率が低下していけば、たば

この超過費用も喫煙者そのものの減少に

ともなって減少していく。一方で、たばこ

税の値上げによって一本当たりの税収を

引き上げれば、たばこ税収は維持される。

実際、2000年代以降のたばこ税収は、喫煙

率の低下を増税で補填する形で、2兆円前

後を維持している。単純な「たばこ税収と

たばこ超過費用」の比較は、中長期的には

「超過費用がたばこ税収を上回ったので、

これ以上の禁煙政策は進めなくてよい」の

ような誤った結論を導くことになる。 

  すなわち、「超過経済損失」「期待利

得」「健康アウトカム改善効果」の三点を

同時に定量化して評価することが不可欠

であり。単純に「経済損失が●億円」のよ

うな議論のみを進めることは、たばこ税収

との比較に収斂してしまい、公衆衛生上の

影響が矮小化あるいは無視される危険性

が大きい。 

 禁煙政策の推進により、例えば受動喫煙

の曝露率に関しては大きな改善が見られ

る。従前のKurahashiら (2008)および厚

生労働省平成10年度喫煙と健康問題に関

する実態調査の数値 (男性: 職場のみ72.

1%, 女性: 家庭49.1%, 職場40.3%)から、

片野田ら (2014)で引用された数値 (男性:

職場のみ29.4%。女性: 家庭31.1%・職場1

8.2%)は大きく減少している。受動喫煙に

ついては、どのタイミングでの曝露率を用

いるかについて議論があるものの、後者の

値を用いた場合の超過費用は、寄与危険度

の減少にともなって3,300億円から1,500

億円まで減少する。数値の減少そのものは

むしろ公衆衛生にとってプラスの事象で

あり、今後より精緻なデータの収集・分析

が望まれる。 

 このような限界点はあるものの、損失額

を定量化することそのものは議論の基礎

資料として非常に重要であり、今回の研究

は非常に意義深いものと考える。今後さら

に、現在の喫煙率・人口動態の動向などを

用いた将来の超過医療費推計を実施予定

である。 
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Ｅ．結論 

喫煙にともなう種々のコストについて、可

能な限り最新のデータを用いた上での再

推計を行った。 

 因果関係レベル2まで組み込んだ場合、

2015 年度の超過医療費は能動喫煙由来が

医科医療費 1 兆 2,578 億円 (1,499 億円増

加)・歯科医療費 1,016 億円 (能動合計 1

兆 3,594 億円)となった。受動喫煙分の

3,295 億円 (受動喫煙はレベル 2 組み込み

なし)を加えると、合計 1 兆 6,888 億円と

なった。超過介護費用・火災関連費用・

清掃関連費用は、それぞれ2,617億円 (903

億円増加)・975 億円・16 億円となった。

すべての費用を合計すると、2015 年の喫

煙に伴う超過コストは 2 兆 500 億円と推

計された。 

 

Ｆ．研究発表 

 1.  論文発表 

（著者名・題名・発表誌名巻号・頁・発行

年等も記入） 

 2.  学会発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
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表 1 非喫煙者に対する喫煙者の喫煙関連疾患の相対危険度 

傷病分類 男性 RR 女性 RR 引用元 

悪性新生物 
 

 肺がん 
4.39 2.79 2016 年度たばこ白書 

 頭頚部がん 2.43 3.12 Koyanagi et al. (2016) 

 食道がん 3.01 3.01 Oze et al. (2016) 

 胃がん 
1.79 1.22 Nishino et al. (2006) 

 大腸がん（レベル 2 のみ） 
1.47 1.47 Akhter et al. (2007) 

 肝がん 
1.43 1.43 Arase et al. (2013) 

 膵臓がん 1.68 1.68 Matsuo et al. (2011) 

 膀胱がん 2.14 2.14 Masaoka et al. (2016) 

 子宮頚がん 1.57 Hirayama et al.  

虚血性心疾患 2.15 2.15 片野田ら (2015)  

脳卒中 1.41 1.41 片野田ら (2015) 

腹部大動脈瘤 3.89 4.03 片野田ら (2008) 

COPD 3.09 3.55 片野田ら (2008) 

喘息 (レベル 2 のみ) 2.79 1.18 Nakamura et al. (2009) 

糖尿病 
1.39 1.39 2016 年度たばこ白書 

歯周病 1.71 1.71 市橋ら (2015) 

認知症 1.73 1.73 Ohara ら (2015) 
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表 2 受動喫煙による喫煙関連疾患の相対危険度 
傷病分類 男性 RR 女性 RR データ 

配偶者由来   

肺がん - 1.28 たばこ対策の健康影響および経済影響の

包括的評価に関する研究報告書 
虚血性心疾患 - 1.30 たばこ対策の健康影響および経済影響の

包括的評価に関する研究報告書 
脳血管疾患 - 1.24 たばこ対策の健康影響および経済影響の

包括的評価に関する研究報告書 
職場由来  

肺がん 1.28 1.28 たばこ対策の健康影響および経済影響の

包括的評価に関する研究報告書 
虚血性心疾患 1.30 1.30 たばこ対策の健康影響および経済影響の

包括的評価に関する研究報告書 
脳血管疾患 1.25 1.24 たばこ対策の健康影響および経済影響の

包括的評価に関する研究報告書 
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表 3 喫煙のコスト推計（項目別） 

因果関係レベル 1のみ 因果関係レベル 2含む 

男性 女性 合計 男性 女性 合計 

悪性新生物 4,721.00 272.8 4,993.80 5,138.10 338.5 5,476.70

虚血性心疾患 1,954.10 224.8 2,178.80 1,954.10 224.8 2,178.80

脳血管疾患 1,591.70 312.8 1,904.50 1,591.70 312.8 1,904.50

糖尿病 1,169.50 184.6 1,354.10 1,169.50 184.6 1,354.10

気管支炎及び COPD 549 72.9 621.9 549 72.9 621.9

喘息 0 0 0 314.4 16.2 330.5

結核 0 0 0 64.9 14.7 79.6

認知症 0 0 0 428.1 178.2 606.3

低体重児 0 1.4 1.4 0 1.4 1.4

SIDS 0 23.8 23.8 0 23.8 23.8

医科合計 9,985.30 1,093.10 11,078.30 11,209.80 1,367.90 12,577.60

歯科 749.3 266.7 1,016.00 749.3 266.7 1,016.00

能動喫煙合計 10,734.50 1,359.80 12,094.30 11,959.00 1,634.60 13,593.60

職場受動喫煙 1,197.00 955.1 2,152.10 1,197.00 955.1 2,152.10

配偶者受動喫煙 0 1,142.50 1,142.50 0 1,142.50 1,142.50

受動喫煙合計 1,197.00 2,097.60 3,294.50 1,197.00 2,097.60 3,294.50

  

医療費合計 11,931.50 3,457.40 15,388.80 13,156.00 3,732.20 16,888.10

            

介護費用 1,272.50 441.2 1,713.70 1,780.00 836.7 2,616.70

火災費用 469.2 506 975.3 469.2 506 975.3

清掃費用 7.5 8.1 15.7 7.5 8.1 15.7

医療費以外合計 1,749.30 955.3 2,704.60 2,256.70 1,350.90 3,607.60

            

総合計 13,680.80 4,412.70 18,093.50 15,412.70 5,083.10 20,495.80
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表 4-1 喫煙による年間超過費用合計 

（億円, 因果関係レベル 2まで含む,男性） 

年齢  

(男性) 直接喫煙医科 歯科 受動喫煙 介護費 消防費用 清掃費用 合計 

15-19 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

20-24 0.0 22.5 0.0 0.0 29.0 0.5 51.9 

25-29 0.0 30.8 0.0 0.0 30.9 0.5 62.2 

30-34 0.0 50.7 0.0 0.0 34.8 0.6 86.1 

35-39 0.0 64.0 0.0 0.0 39.6 0.6 104.3 

40-44 0.0 74.3 0.0 0.0 46.3 0.7 121.4 

45-49 703.5 71.8 81.5 0.0 41.0 0.7 898.5 

50-54 640.9 70.8 74.3 0.0 37.4 0.6 824.0 

55-59 683.7 73.4 69.8 0.0 35.1 0.6 862.5 

60-64 760.7 75.7 77.6 0.0 39.1 0.6 953.7 

65-69 1,990.4 94.4 187.2 594.4 43.8 0.7 2,910.9 

70-74 2,051.7 47.4 196.5 456.2 33.6 0.5 2,785.9 

75-79 1,829.7 36.7 203.8 324.5 26.1 0.4 2,421.3 

80-84 1,473.5 23.6 174.5 232.1 18.7 0.3 1,922.6 

85-89 826.7 9.6 97.6 126.1 9.9 0.2 1,070.0 

90-94 212.3 3.0 28.3 39.8 3.1 0.1 286.5 

95-99 32.6 0.6 5.4 6.1 0.6 0.0 45.3 

100-104 4.1 0.1 0.7 0.8 0.1 0.0 5.7 

男性合計 11,209.7 749.3 1,197.0 1,780.0 469.2 7.5 15,412.7 
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表 4-2 喫煙による年間超過費用合計 

（億円, 因果関係レベル 2まで含む,女性） 

年齢 

 (女性) 直接喫煙医科 歯科 受動喫煙 介護費 消防費用 清掃費用 合計 

15-19 3.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.2 

20-24 3.5 7.5 0.0 0.0 27.6 0.4 39.0 

25-29 3.8 10.1 0.0 0.0 29.7 0.5 44.0 

30-34 4.3 19.5 0.0 0.0 33.8 0.5 58.2 

35-39 4.9 23.8 0.0 0.0 38.5 0.6 67.8 

40-44 5.3 31.1 0.0 0.0 45.1 0.7 82.2 

45-49 75.1 29.8 74.8 0.0 40.3 0.6 220.6 

50-54 69.1 28.5 68.8 0.0 37.1 0.6 204.1 

55-59 61.3 29.1 65.7 0.0 35.4 0.6 192.1 

60-64 69.7 27.2 74.7 0.0 40.3 0.6 212.6 

65-69 172.6 34.1 197.5 254.4 46.7 0.8 706.1 

70-74 201.0 9.2 254.3 210.2 38.6 0.6 714.0 

75-79 213.8 7.3 384.3 129.5 32.8 0.5 768.3 

80-84 211.7 5.3 403.6 110.2 27.9 0.4 759.2 

85-89 157.9 2.6 322.2 80.9 19.4 0.3 583.3 

90-94 85.4 1.3 187.6 39.8 9.5 0.2 323.8 

95-99 21.2 0.4 54.5 9.9 2.8 0.0 88.8 

100-104 3.8 0.1 9.7 1.8 0.5 0.0 15.8 

女性合計 1,367.9 266.7 2,097.6 836.7 506.0 8.1 5,083.1 

総合計 12,577.6 1,016.0 3,294.5 2,616.7 975.3 15.7 20,495.8 
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 表 5  都道府県別の超過費用推

計結果 

総費用 人口 1万人あたり費用 

都道府

県 

レベル 1 

 (億円) 

レベル 2  

(億円) 

都道府県別 

人口 (1000 人) レベル 1 レベル 2 

北海道  936.3 1,071.9 5,382 北海道  17,397 19,916 

青森県  208.1 235.7 1,308 青森県  15,907 18,018 

岩手県  201.1 227.3 1,280 岩手県  15,711 17,761 

宮城県  334.5 378.5 2,334 宮城県  14,333 16,217 

秋田県  172.0 194.5 1,023 秋田県  16,812 19,017 

山形県  175.8 198.9 1,124 山形県  15,642 17,697 

福島県  293.5 332.0 1,914 福島県  15,335 17,348 

茨城県  428.4 484.5 2,917 茨城県  14,685 16,609 

栃木県  287.2 325.2 1,974 栃木県  14,548 16,472 

群馬県  295.0 334.4 1,973 群馬県  14,950 16,949 

埼玉県  1,043.7 1,185.1 7,267 埼玉県  14,363 16,308 

千葉県  888.0 1,005.4 6,223 千葉県  14,269 16,156 

東京都  1,769.3 2,007.4 13,515 東京都  13,092 14,853 

神奈川

県    1,224.3 1,386.7 

9,126 神奈川

県   13,415 15,195 

新潟県  355.8 403.0 2,304 新潟県  15,443 17,491 

富山県  158.7 179.5 1,066 富山県  14,885 16,836 

石川県  151.7 172.3 1,154 石川県  13,148 14,927 

福井県  113.4 128.2 787 福井県  14,413 16,296 

山梨県  126.2 142.9 835 山梨県  15,110 17,117 

長野県  313.0 353.9 2,099 長野県  14,914 16,860 

岐阜県  290.8 329.1 2,032 岐阜県  14,312 16,193 

静岡県  562.3 638.4 3,700 静岡県  15,197 17,255 

愛知県  972.6 1,098.9 7,483 愛知県  12,997 14,685 

三重県  260.5 294.6 1,816 三重県  14,347 16,225 

滋賀県  182.3 205.7 1,413 滋賀県  12,900 14,556 

京都府  346.2 393.4 2,610 京都府  13,265 15,072 

大阪府  1,249.7 1,417.0 8,839 大阪府  14,138 16,031 

兵庫県  772.2 872.9 5,535 兵庫県  13,952 15,770 

奈良県  197.4 223.5 1,364 奈良県  14,475 16,384 

和歌山

県    146.9 166.3 

964 和歌山

県   15,241 17,252 
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鳥取県  80.5 90.7 573 鳥取県  14,053 15,835 

島根県  105.6 119.2 694 島根県  15,210 17,171 

岡山県  276.8 313.0 1,922 岡山県  14,400 16,285 

広島県  393.6 444.6 2,844 広島県  13,840 15,633 

山口県  218.3 247.2 1,405 山口県  15,534 17,594 

徳島県  113.7 128.7 756 徳島県  15,046 17,024 

香川県  145.8 165.0 976 香川県  14,938 16,902 

愛媛県  203.1 229.5 1,385 愛媛県  14,667 16,571 

高知県  117.7 133.7 728 高知県  16,173 18,360 

福岡県  696.8 788.2 5,102 福岡県  13,657 15,450 

佐賀県  117.8 132.9 833 佐賀県  14,141 15,956 

長崎県  205.0 232.0 1,377 長崎県  14,884 16,845 

熊本県  253.1 285.8 1,786 熊本県  14,169 16,005 

大分県  170.6 192.9 1,166 大分県  14,634 16,548 

宮崎県  161.6 182.5 1,104 宮崎県  14,639 16,531 

鹿児島

県    225.6 253.7 

1,648 鹿児島

県   13,689 15,395 

沖縄県  150.9 169.0 
1,434

沖縄県  10,525 11,785 

 


